
宮城県林業関係施設管理等事務取扱要領 

 

 (趣旨） 

第１ この要領は、第２に定める林業関係施設の管理等について、「補助事業等により取得し、 

又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成２０年５月２３日付け２０経 

第３８５号農林水産省大臣官房経理課長通知）別紙「補助事業等により取得し、又は効用 

の増加した財産の処分等の承認基準」（以下「承認基準」という。）及び宮城県水産林政部 

関係被害報告要領（平成３１年４月１日施行。以下「被害報告要領」という。）に基づくも 

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象施設） 

第２ この要領が対象とする林業関係施設とは、承認基準別表５に掲げられた事業のうち、 

林野庁が所管する事業により取得した補助対象財産のほか、これら事業に先立って過去に 

実施されていた事業及びこれら事業と同様の機能の施設や機械を導入し、取得した補助対 

象財産とする。ただし、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金で取得した補助対象財産 

は、林業振興課所管により実施したものに限る。 

 

 (林業関係施設の管理運営） 

第３ 林業関係施設の所有者(以下「事業主体」という。）は、当該施設の設置・導入目的に 

即して、常に良好な状態で管理運営を図るものとする。 

２  事業主体は、当該施設ごとに、次に掲げる事項を明らかにした管理・運営又は利用に関 

する規程を定めて管理運営を行うものとする。 

（１）目  的 

（２）施設の種類、構造、規模、形式及び数量 

（３）施設の所在 

（４）管理者の責任 

（５）利用者範囲 

（６）利用方法に関する事項 

（７）施設の保全に関する事項 

３  林業関係施設の管理運営は、事業主体が行うものとする。ただし、事業主体は、本事業 

の事業採択要件を満たし、かつ事業の趣旨・目的を逸脱しない範囲内においては、指定管 

理者制度等に基づき、管理運営を他に委託することができるものとする。この場合、事業 

主体は別記様式第１号により知事に届け出るものとする。 

４ 事業主体は、前項の規定による管理運営委託をした場合において、委託先又は委託の条 

件を変更したときは別記様式第２号により知事に届け出るものとする。 

 

 (承認基準に基づく処分） 

第４ 事業主体が承認基準に基づき、処分制限期間内に林業関係施設の財産処分をしようと 

するときは、承認基準の別記様式各号の様式を準用し、知事あてに申請等を行うものとす 

る。 

２ 知事は、前項の申請等に基づき農林水産大臣あて必要な手続きを取った上で、事業主体 

あて通知するものとする。 

３ 事業主体は、前項までにより行った財産処分が完了した場合は、別記様式第３号により、 

すみやかに知事に報告するものとする。 

 

 



 （その他処分） 

第５ 事業主体が、承認基準の手続に該当しない場合において、処分制限期間内に林業関係 

施設を、移転又は主要機能の変更を伴う増築・改築若しくは模様替え等をしようとすると 

きは、別記様式第４号により知事に届け出るものとする。 

２ 知事は、前項の届出の受理または不受理について、事業主体あて通知するものとする。 

３ 事業主体は、前項までの規定により行った財産処分又は移転等が完了した場合は、別記 

様式第３号により、すみやかに知事に報告するものとする。 

４ 事業主体は、施設を処分制限期間が経過した後に処分、譲渡等を行った場合は、別記様 

式第５号により知事に報告するものとする。 

 

 （被害報告） 

第６ 事業主体は、林業関係施設が天災その他の災害にあったときは、速報として損壊の程 

度や数量等の被災状況を任意の様式により地方振興事務所又は地方振興事務所地域事務所 

（以下「事務所」という。）に報告するとともに、被害状況の全容がわかり次第、当該被災 

状況の写真等を添付し、別記様式第６号により知事に報告するものとする。 

 なお、承認基準第７条に基づく手続きを行う場合は、承認基準別記様式第７号により別 

途知事に提出するものとする。 

２ 事務所は、被害報告要領に基づく被害報告収集の指示があった場合は、前項による事業 

主体からの被害報告及び被害情報の収集に努めるものとし、被害報告の指示により、被害 

の有無に関わらず林業振興課に報告するとともに、被害状況の全容が確定した時点におい 

ては確定報告として林業振興課に報告するものとする。 

３ 事務所は、前２項の報告は、別記様式第７号によりとりまとめ報告するものとする。  

 なお、本項による報告の対象となる林業関係施設は、被害報告要領に基づく被害取りま 

とめ区分の「林産施設」に読み替えて報告するものとする。ただし、補助対象財産以外の 

施設及び被害状況から工場などの経済商工観光部が取りまとめる工業被害等と解される被 

害はこの限りではない。 

 

（書類の整備） 

第７  知事は、林業関係施設について、事業実施年度、事業名、事業主体、施設区分及び処 

分制限期間その他必要な事項を記載した施設台帳を整備保管するものとする。 

２ 事業主体は、処分制限を受ける施設について、当該施設の取得事業名、取得価格、補助 

金又は交付金の額、取得時期、処分制限期間及び処分状況その他財産管理に必要な事項を 

記載した財産管理台帳並びにその他必要な関係書類を整備保管するものとする。 

 

（事業計画達成状況調査） 

第８  事業主体は、林業関係施設に係る事業計画に定めた指標の目標値の達成状況について、 

事業ごとに国が定めた調査初年度又は事業実施年度の翌々年度から起算して１０年目の年

度まで、別記様式第８号又は別記様式第９号により整理し、前年度分の実績を毎年度の７

月末日までに所轄する地方振興事務所長（以下「所長」という。）に報告するものとする。 

２ 事業主体は、前項による報告で事業計画に対し達成率が８０％未満となった場合又は実

績値が現状値を下回った場合においては、施設ごとにその要因及び目標の達成に向けた取

組を別記様式第１３号に記載し、報告書に添付するものとする。 

３ 所長は、第１項による実績と併せて第９及び第１０による報告を取りまとめ、毎年度の 

８月１５日（この日が宮城県の休日を定める条例（平成元年宮城県条例第十号）第一条第

一項に規定する県の休日に当たるときは、その日の翌日）までに林業振興課長（以下「課

長」という。）に報告するものとする。 



（総合評価） 

第９ 事業主体は、施設の取得に係る事業が完了した年度（継続事業にあっては事業最終年 

度）の翌々年度から起算して３年間及び当該事業の成果の目標に係る年度に係るものを、 

別記様式第１０号により総合評価を行い、第８に規定する報告と併せて所長に報告するも  

のとする。 

 

（費用対効果分析） 

第１０ 事業主体は、次の各号に掲げる事項に従って、事業ごとに国が定めた事業評価実施 

に係る規定に基づく費用対効果の分析における事後評価を行い、別記様式第１１号により 

第８に規定する報告と併せて所長に報告するものとする。 

（１）当該事業計画における事業成果の目標に係る年度について行う。 

（２）前号に掲げるもののほか、当該施設の事業完了年度の翌々年度から３年目について 

行う。 

２ 事業主体は、前項の費用対効果を分析した結果、値が１.０未満になった場合は、別記様

式第１４号により原因分析と対応方針を記載し、報告書に添付するものとする。 

 

（指導推進体制） 

第１１  知事は、本事業の普及浸透、事業主体に対する指導等を行うものとする。 

 

（経営管理指導） 

第１２ 知事は、本事業の適切な実施を確保するため林業経営、施設の効率的利用等に関し、 

次の各号に掲げる指導を行うものとする。 

 （１）本事業終了年度の翌々年度（１年目）の施設を対象とした一般指導 

 （２）本事業終了年度の翌々年度から３年目又は本事業終了年度の翌々年度から５年目の

もの、及び収支実績が２か年連続で赤字になっているもの等を対象とした濃密指導 

２ 知事は、前項各号に掲げる指導のほか、必要に応じて指導することができるものとする。 

３ 経営管理指導の実施等に関する留意事項については、水産林政部長が別に定めるものと 

する。 

 

（経営改善計画） 

第１３  知事は、第８に規定する事業計画達成状況調査の報告結果に基づき、個々の指標の

達成状況が低調である場合は、次のとおりその原因を調査・分析するとともに必要な措置

を講ずるものとする。 

２ 低調である場合とは、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場合とする。 

（１）事業計画に定める指標の目標年度までの期間において、個別指標の目標値の達成率

が３年間連続して７０％未満となった場合又は単年度で５０％未満となった場合。 

（２）事業計画に定める指標が目標年度において、個別指標の目標値の達成率が７０％未

満となった場合。 

３ 知事は２の（１）又は（２）の場合には、中小企業診断士（中小企業支援法（昭和３８

年法律第１４７号）第１１条に定める中小企業の経営診断の業務に従事する者）等による

経営指導並びに事業実施主体によるその要因及び推進体制、施設の利用計画の見直し等、

目標の達成に向けた改善計画の作成等の措置を講じるものとする。 

４  事業主体は、前項の規定により改善計画を策定したときは、別記様式第１２号により知  

事に報告するものとし、当該改善計画に基づき当初事業は５年間、補正事業は３年間毎年、 

知事に報告するものとする。 

 



５  知事は、前項の規定により事業主体からの報告が改善計画に基づく目標達成率の５０％

未満だった場合には、事業の中止又は条件を付して、当該事業主体に対し必要な措置を講

じることができるものとする。 

 

(書類の提出部数及び経由） 

第１４ この要領により知事に提出する書類の部数は各２部とし、原則として事業を所轄す 

る所長を経由するものとする。 

２ 前項の書類の提出に当たり、間接補助事業により実施したものについては、「事業主体」 

とあるものを「市町村長」と読み替えて市町村長が知事に提出するものとする。 

 

   附 則 

１ この要領は、平成２１年２月１８日から施行する。 

２ 林業構造改善事業等施設管理及び事業推進実施要綱（平成１８年８月１１日施行）は、 

廃止する。 

３ この要領の施行の際、現に廃止前の林業構造改善事業等施設管理及び事業推進実施要綱 

の規定によりされた処分、手続きその他の行為は、この要領の規定によりされた処分、手 

続その他の行為と見なす。 

 

   附 則 

１ この要領は、平成２２年４月３０日から施行する。 

２ 林業構造改善事業等施設管理及び事業推進実施要綱（平成１８年８月１１日施行）は、 

廃止する。 

３ この要領の施行の際、現に廃止前の林業構造改善事業等施設管理及び事業推進実施要綱 

の規定によりされた処分、手続きその他の行為は、この要領の規定によりされた処分、手 

続その他の行為と見なす。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２５年８月２７日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、平成２８年４月２７日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２８年６月１７日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２８年９月１６日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和６年６月２１日から施行する。 

 

附 則 

 この要領は、令和７年１月７日から施行する。 
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